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物質循環・動態
谷山一郎 1・岩田幸良 2・藤井一至 3

　 1．土壌中の水分・熱移動と溶質移動
　 1）野外観測
　森林では，木の幹を伝って雨水が選択的に流れる樹幹流
が，降雨時の浸透や非降雨時の水の再分配過程に大きな影
響を与えることが明らかにされた（嶋田ら， 2008；Liang 
et al., 2007, 2009）．また，撥水性をもつ森林土壌で降水量
や降雨履歴により表面流出量が異なること（Miyata et al., 
2007；Gomi et al., 2008）や対象とするスケールの違い
による撥水性の効果の違い（宮田ら， 2009；Miyata et al., 
2010），撥水性による土壌への浸透形態の変化（Kobayashi 
and Shimizu, 2007）が解明された．透水性基岩が森林水文
に与える役割（小杉， 2007），森林樹幹下における大粒の滴
を再現した正確な浸透能の評価（加藤ら， 2008）やテンショ
ンフリーライシメータなどによる斜面の水移動の解明（篠
宮・吉永， 2008）が行われた．シベリアの永久凍土地帯では，

多雨で夏の融解深が増加したこと（Iijima et al., 2010），凍
結・融解プロセスの変化による夏の表層の土壌水分量の
増加が蒸発散に影響を与えたこと（Ohta et al., 2008），木
が枯れた原因が多雨による土壌水分量の増加によること
（Iwasaki et al., 2010）が解明された．

　北海道の農地では，土壌凍結深（季節凍土）の変化が
融雪水の浸透に大きく影響すること（Iwata et al., 2008a, 
2010a），地表面の厚い氷板が融雪水の浸透を抑制すること

（松田ら， 2009），融雪期以外の期間にも雪の断熱程度で土
壌水分移動が大きく変化すること（Iwata et al., 2010b）が
示された．本州の山岳地帯でも，最大土壌凍結深と最大積
雪深の間に高い相関があることが報告された（濱田・田中， 
2010）．また，凍結層が形成されるときの熱と水の移動の
詳細な解析が行われた（Iwata et al., 2008b；Tokumoto et 
al., 2010）．
　寒冷地とは対照的な環境の東北タイでは，新しい節水灌
漑の有効性のHYDRUS（水・熱・溶質移動の数値シミュレー
ションソフト）による実証（小田・諸泉， 2007），サトウキ
ビ圃場で毛管上昇が栽培に与える影響の評価（Moroizumi 
et al., 2009），土壌水分量や地下水位を考慮した水収支の解
明（Hamada and Sukchan, 2008；Hamada et al., 2008）
が行われた．タイよりも降水量が少ないモンゴルやエチオ
ピアでも，雨季と乾季の土壌水分移動の特徴が明らかにさ
れた（Yamanaka et al., 2007；Suzuki et al., 2009）．

　田畑輪換を目的とした汎用水田では，適切な地下水位制
御によるダイズの収量の増加（村上ら， 2007），インテー
クレート試験によるダイズ圃場の物理性の評価（塚本ら， 
2008），弾丸暗渠の有無と浸透能の関係に関する検討（冠
ら， 2007），表土の鎮圧と明渠，圃場の傾斜化による排水促
進効果の検討（松田・向， 2009），新しい地下灌漑システム
の開発（若杉・藤村， 2009）が行われた．

　その他，バイパス流の定量的な評価（Eguchi and 
Hasegawa, 2008；Wang et al., 2009），浅層地下水の空間
分布や流れに関する検討（飯山ら， 2007；Eguchi et al., 
2009a），熱水消毒時の土壌中の熱と水の移動に関する検討

（加藤ら， 2009），斜面におけるキャピラリーバリアーに関
する検討（森井ら， 2009）および地下水を熱源と温暖化緩
和に利用するための検討（石田ら， 2008）が行われた．

　溶質の移動に関して，北海道における地下水のNO3汚
染の現状把握とその対策の検討（志賀・中津， 2009），農地
からの肥料成分が河川水質に与える影響の評価（岡澤ら， 
2008, 2009），黒ボク土水田の肥料成分の流出機構の解明

（松浦ら， 2010），湖沼における有機性汚染の原因物質の水
田での動態調査（人見ら， 2007），農業や生活排水が地下
水の汚染に与える影響の調査（村松ら， 2010），化学肥料
や農薬の地下水への混入に関する調査（吉本ら， 2007；土
原ら， 2009），塩類の集積・溶脱機構の解明（Akae et al., 
2008；赤江ら， 2010），塩水を灌水したときの土壌中の塩
類の挙動の調査（山崎ら， 2007），牛糞堆肥を施用した畑に
おける窒素挙動の観測（井原ら， 2009, 2010；松波・三浦， 
2010），豚糞堆肥の連用による Znの下層への移動の実態
解明（Asada et al., 2010），永久凍土地帯のアラスの陰イオ
ンや多雪地帯の畑の融雪期のNO3の移動メカニズムの解明

（Lopez et al., 2007；青木・長谷川， 2007），熱水消毒時の
窒素肥料動態の観察（落合ら， 2009）が行われた．

　NO3の系外への排出を抑制するための研究として，施肥
量を減らすことで茶園から流出するNO3濃度が大幅に改
善されたことや（Hirono et al., 2009），茶園から排出され
たNO3の多くがその近くの水田帯水層で脱窒されていたこ
と（Eguchi et al., 2009b），減肥と節水管理により蓮田から
の窒素の流出が抑えられたこと（折本・武井， 2007），ヒマ
ワリの作付けにより地下水のNO3濃度が減少したこと（末
久ら， 2007），バガス炭の施用，消化液の利用，ソルガム
の栽培によりNO3の地下水汚染が軽減できたこと（陳ら， 
2007, 2008）が報告された．

　 2）観測手法
　新しい観測手法により野外観測の可能性が広がる．土壌
中の水環境を非破壊に測定する方法として，地中レーダ
や孔井間地中レーダによる浅層の水分量や地下水位，浸潤
前線のモニタリングが検討された（黒田ら， 2007；竹下， 
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2008；竹下ら， 2009；Kuroda et al., 2009；坂田ら， 2010）．
また，電気探査法や地中レーダによる土壌水分量や土質，

土壌の厚さの推定（Yamakawa et al., 2010），多周波数電磁
探査法（平井ら， 2008）や高周波CSTM法（半田， 2008），
核磁気共鳴表面スキャナー（中島・宇津， 2008）による土
壌の水環境の測定が検討された．熱画像から圃場の土壌水
分量を評価できることが示された（Sugiura et al., 2007；
池端ら， 2007）．
　土壌水分センサーについては， 3 mmと非常に細かい
間隔で水分量の測定が可能なTDRプローブの開発（伊藤
ら， 2009），時間領域透過法（TDT）による土壌の水分量
やECの測定の検討（宮本ら， 2008），静電容量式土壌水分
計（ECH2Oプローブ）の温度・EC依存性を補正する方
法（齋藤ら， 2008；齋藤， 2010）や影響範囲の評価（井本ら， 
2010）， ECH2Oプローブの初期不良や専用ロガーの測定
精度に関する検討（星野ら， 2010）が行われた．また，土
壌水分プロファイルを測定するセンサーの現場でのキャリ
ブレーション方法や測定精度の検討が実施された（諸泉ら， 
2008a；林・田中， 2010）．
　水や熱の移動の測定に関して，土壌水分や圧力水頭，地
温や原位置透水試験の測定値を用い，不飽和透水係数や
水フラックスを推定する方法が提案された（竹下， 2008；
Izumi et al., 2009；Iwata et al., 2010b）．また，実験室で蒸
発法により不飽和透水係数を推定する際の実験条件の検討
（坂井・取出， 2007a），非常に小さな水フラックスの測定
が可能な温度パルスプローブの測定精度向上に関する検討
（Saito et al., 2007），ペルチェ素子を利用した安価な地中熱
流板の検討（百瀬・粕渕， 2008），地温から水の移流を評価
することで池堤防の漏水箇所を特定する手法の開発（吉迫， 
2008），地表面の熱収支からみた土壌の乾湿の判定方法の
検討（Hirota and Fukumoto, 2009）が行われた．

　溶質移動に関する測定法については，野外でのECや
NO3濃度， NaイオンのTDRによる連続モニタリングの
検討（廣野・野中， 2008；Kobayashi et al., 2008），粘土懸
濁液の水分量とECを精度良く測定できるTDRプローブ
の開発（Miyamoto et al., 2009），土壌のバルクECの測定
により緩効性肥料の溶解速度を測定する方法の検討（藤原
ら， 2009）が行なわれた．また，ガソリンや有機溶媒など
の汚染物質の土壌中での濃度を水分センサー（ADR）や双
曲熱パルス法により測定する方法の開発（Moroizumi and 
Sasaki, 2008；諸泉ら， 2008b），これらの汚染物質の土壌
中の動態を調査するためのトレーサー試験の検討（西脇ら， 
2007）が行われた．複数層の土壌のECをTDRで測定す
る場合，各層のECの平均値が全体のECの平均値とほぼ
等しくなることが確認された（落合ら， 2010）．
　 3）室内試験
　自然現象を深く理解するためには，実験室での精密な
実験が有効である．土壌中の水移動に大きな影響を与え
る撥水性の発生機構の解明が進んだ（Kawamoto et al., 
2007；Leelamanie and Karube, 2007, 2009a, 2009b；

Leelamanie et al., 2008a, 2008b, 2010；小渕ら， 2009b；
Karunarathna et al., 2010）．フィンガー流について，フィ
ンガー流路が発生する際の水圧の変動の測定やフィンガー
流路先端速度，接触角の測定結果の解析や（Annaka and 
Hanayama, 2007, 2010；安中ら， 2008），浸潤の不安定性
の土壌による違いに関する検討（長・井上， 2009）が行わ
れた．その他，乾燥した砂層における蒸発と水蒸気の凝集
を考慮した水移動機構の解明（Sakai et al., 2009），水の損
失を削減するための地中灌漑方法の検討（Nagasawa et al., 
2008），熱帯土壌の浸透特性の解明（Askari et al., 2008），
クラストの形成が透水性に与える影響の解明（Onishi et 
al., 2008；小原ら， 2008），水の移動に伴う線虫の挙動の
解明（Fujimoto et al., 2009），土壌水分量の測定に影響
を与える黒ボク土固相の誘電率の測定（Kameyama and 
Miyamoto, 2008）が行われた．土壌凍結時の水移動につい
て，凍結前線付近での微生物と水の顕微鏡観察（Watanabe 
and Ito, 2008），水分と温度プロファイから不飽和透水係
数を決定する方法の提案（Watanabe and Wake, 2008），
氷の誘電率を考慮したTDRによる精密な不凍水量の測定
（Watanabe and Wake, 2009），サーモTDRによる凍土の
不凍水量，熱容量，熱伝導率，全土壌水分量の測定（渡辺ら， 
2010a）が行われた．

　土壌の熱的特性について，土壌を焼いた時の比熱や熱
伝導率の変化（Guo et al., 2007a, 2007b）や熱や水分の移
動の観測（小渕ら， 2009a），塩分が土壌の熱伝導率に与え
る影響の評価（Sakaguchi et al., 2007；Mochizuki et al., 
2008），減圧条件での土壌中の熱的特性の解明（Momose 
et al., 2008；Sakaguchi et al., 2009），著しい膨張と収縮を
示す土壌の熱伝導率の測定（Ardiansyah et al., 2008），浸
潤前線で発生する浸潤熱の測定（赤江ら， 2007）が行われた．

　溶質の移動に関しては，北海道の主要な火山灰土壌の
NO3の遅延特性が報告された（三木ら， 2009）．浅い地下
水による塩の集積が小麦の蒸発や根の水分吸収に与える影
響（Nishida et al., 2009）および土壌中の塩濃度と大豆の
根の水吸収量の関係（Fujimaki et al., 2008）が調査され
た．土壌中の汚染物質の除去などに使用される界面活性剤
や（Ishiguro and Fujii, 2008；石黒ら， 2008），微量元素
のヨウ素（Shimamoto et al., 2010），タンパク質とフミン
酸（濵田ら， 2009），農薬（土原ら， 2009）の土壌中での挙
動が調査された．粗孔隙が溶質の移動に与える影響が，人
工的に粗孔隙を作成したカラムによる試験（Sugita and 
Nakane, 2007）や自然土壌と撹乱した土壌の溶質の移動の
違い（Mori and Higashi, 2009），飽和土と不飽和土の溶質
の移動の違い（徳本ら， 2007）を調査することで評価された．

酸性雨が土壌からの栄養塩類の容脱に与える影響（森澤ら， 
2010）や拡散二重層が土壌へのコロイドの吸着に与える影
響（Kobayashi et al., 2009）が調査された．

　 4）数値シミュレーションモデル
　信頼性の高い野外観測データや実験データにより，数値
シミュレーションモデルの開発が可能となる．土壌中の
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水・熱・溶質の移動を解析する上で重要なパラメータであ
る通気係数，熱伝導率や電気伝導度，溶液の拡散係数を推
定するモデルの様々な土壌への適用に関する検討がなされ
た（Hamamoto et al., 2009, 2010）．また，土壌凍結時の透
水係数（Watanabe and Flury, 2008；渡辺ら， 2010b），非
凍結時の熱伝導率（Kasubuchi et al., 2007），水と油が混
在する土壌での熱伝導率（望月ら， 2007）の新しい推定モ
デルが開発された．

　土壌中の水の動きを評価することで，低水分ストレスの
影響を考慮した牧草の生産性の予測（中辻， 2008）や斜面
崩壊を予測する（Sharma and Nakagawa, 2010）モデル
が開発された．また，森林のバイパス流（パイプ流）を
表現するモデル（An et al., 2008），森林の樹幹流を表現し
たモデル（Liang et al., 2009）が開発された．差分法の弱
点を適切な座標変換により克服し，有限要素法を用いた
HYDRUSと同等以上の性能で 3次元の水移動解析が可能
なモデルが開発された（An et al., 2010）．
　開発されたモデルの検証について，地温を推定する際の
地表面の熱収支モデルや入力データの質に関する検討（斎
藤ら， 2007；Saito and Simunek, 2009），拡張フォースレ
ストアモデルで土壌凍結深を推定したときの精度の検証
（Nemoto et al., 2008）が行なわれた．

　圃場容水量は圧力水頭などの静的な概念で決定できない
ことが指摘されてきたが，HYDRUSの数値シミュレーショ
ンにより，本来の動的な定義で圃場容水量を決定する方法
が提案され，土性などから簡便に圃場容水量を決定する図
が作成された（Twarakavi et al., 2009）．気候変動に伴う永
久凍土や季節凍土の地温（土壌凍結深）の変化の予測（Saito, 
2008；井上ら， 2010），太陽エネルギーを利用して海水か
ら真水を作るソーラーポンプで使用される砂柱の水・熱移
動の解析（Ichikawa et al., 2008, 2010），土壌の凍結課程に
おける水・熱・溶質の移動の解析（渡辺ら， 2007），不飽和
透水係数を水分特性曲線から推定するアルゴリズムの検討
（坂井・取出， 2007b）， HYDRUSを活用して土壌中の水
移動の基礎を理解する試み（取出ら， 2009, 2010a, 2010b, 
2010c）が行われた．

　これらの数値シミュレーションモデルは計算量が膨大に
なるため，広域な水移動の解析にはタンクモデルが用いら
れる．水田の浸透水が地下水涵養に与える影響（Takeuchi 
et al., 2009）や水田面積の変化に伴う流域の水貯留能力の
変遷（Takeuchi et al., 2010）の評価，タイの水田地帯の
土壌水分量の広域評価（Ishigooka et al., 2010），風食防
止のための灌漑方法の検討（有森ら， 2009a, 2009b），温
室内のキュウリ栽培のための最適な灌漑方法の検討（Bai 
et al., 2008）が，タンクモデルによる水移動の解析により
行われた．タンクモデルの流出パラメータは実態に合うよ
うに経験的に求められることが多いが，これらを物理パラ
メータから理論的に導出する試みが行なわれた（呉・山田， 
2009）．流出パラメータを物理プロセスに即した形で改良
することで，推定精度を向上させる取り組みも行なわれた

（Wang and Takase, 2007）．
　土壌中の窒素の移動について，新たに開発された数値シ
ミュレーションモデルのパッケージ（前田， 2008；唐ら， 
2007）が紹介された．タンクモデルに窒素循環を組み込ん
だモデルにより，農地が地下水の水質に与えた影響の解明

（吉本ら， 2007）や窒素の溶脱を抑制するための施肥管理の
提案（Takeuchi and Kawachi, 2007）がなされた．形態変
化を考慮した土壌中の窒素の移動モデルを用いて，水田と
畑の窒素循環の違いについての検討が行われた（中村・取
出， 2007）．塩濃度が高い条件での作物の根の吸収を考慮し
た溶質移動モデルや（Nishida and Shiozawa, 2010），土壌
中で水と一緒に移動するコロイドの挙動を記述する確率モ
デル（Bradford and Toride, 2007）が開発された．
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　 2．土壌中の物質循環
　 1）炭素循環
　土壌は陸域最大の炭素貯留プールであると同時に，温室
効果ガスの放出源でもあるため（Lal, 2004），土壌炭素蓄
積量の変動およびCO2, CH4フラックスの観測が農耕地・

森林生態系において進められてきた．北海道十勝地方の耕
地土壌では多湿黒ボク土が最も炭素蓄積量の多い土壌型で
あるが，排水改良事業によって有機物分解が促進されるこ
とを報告している（関谷ら， 2010）．カザフスタン北部のチェ
ルノーゼム地帯では，夏季休閑によって土壌有機物の減耗
が引き起こされることが示された（Takata et al., 2008a, b）．
水田条件では土壌炭素が蓄積する一方，田畑輪換は土壌炭
素の減耗に繋がることがフラックス観測に基づく炭素収支
から示された（Nishimura et al., 2008；Mu et al., 2008a, 
b）．異なる肥培管理条件における土壌炭素蓄積量変化のシ
ミュレーションがRothC（Rothamsted―Carbon）モデル

（Jenkinson et al., 1990）を用いて行われ，炭素蓄積量を高
める農地の肥培管理技術について検討された（Yokozawa 
et al., 2010）．堆肥施用は土壌炭素の直接的な供給源として
だけでなく作物生産の増加を通した間接的な土壌炭素蓄積
の効果を有することも報告されている（Koga and Tsuji, 
2009）．土壌炭素を高める肥培管理技術についてはCH4, 
N2Oフラックスへの影響評価とともに収量・環境負荷（NO3

汚染・NH4揮散・微量無機成分）に及ぼす影響についても
今後さらに評価する必要がある．

　森林では，タワーによるフラックス観測によって土壌へ
の有機物蓄積が重要な炭素シンクとなることが示唆されて
いる（Ohtsuka et al., 2007）．また，日本では森林土壌へ
の火山灰混入量が多いほど炭素蓄積量が高いことが示さ
れた（Imaya et al., 2010）．さらに， Sakaiら（2010）は
炭素蓄積量の多い火山灰土壌においても，植林に伴って約

200 kg C ha―1 yr―1の土壌炭素が蓄積したことを観測してい
る．土壌呼吸には植物の根呼吸と微生物呼吸が含まれ，そ
の起源別測定は土壌炭素収支の把握のための重要且つ困難
な課題となってきた（Kuzyakov, 2006）．Sakataら（2007）
は，ミズナラ林において 13C自然存在比を用いて微生物呼
吸が土壌呼吸速度の 70％を占めることを報告している．

Takahashiら（2009, 2011）はトレンチ法を用いて微生物
分解の寄与を推定し，タイ国のチーク植林地及び熱帯季節
林において微生物呼吸が 63～ 85％を占めることを報告し
ている．室内の 14Cトレーサー実験では，土壌微生物呼吸
が低分子溶存有機物（糖や有機酸）を基質として進むこと
が示され（Van Hees et al., 2005；Fujii et al., 2010），現場
条件でも核実験由来の 14Cをトレーサーとして微生物呼吸
の大部分が比較的新鮮な土壌有機物の分解に由来すること
が示された（Koarashi et al., 2009）．土壌呼吸速度の季節
変動について，日本では地温に依存することが報告されて
いるが（Sakata et al., 2007），タイ国の熱帯季節林では乾
季よりも雨季に高くなる季節性があることが報告されてい
る（Adachi et al., 2009；Takahashi et al., 2009）．リター
バッグとNMRを組み合わせることによって落葉リターの
各成分の分解・腐植化速度を現場で追跡することが可能に
なり（Ono et al., 2009），針葉樹のリターでは広葉樹よりも
脂肪族炭素の土壌有機物への移行量が高いことが示された
（Ono et al., 2010）．シベリアの永久凍土では温度上昇に伴
い active layerの厚さが変化し，土壌中のDOC濃度が変
動することが示された（Prokushkin et al., 2009）．
　嫌気条件下の分解最終産物であるCH4の放出フラック
ス及びメカニズムが水田・湿地において観測されてきた

（Inubushi et al., 2002；Tokida et al., 2010）．特に近年で
は，今後の環境変動に対するCO2, CH4の変動予測が大気
CO2濃度上昇 FACE （free―air CO2 enrichment） 実験を中
心に実施されている．多くの品種で大気CO2濃度上昇に対
してCH4放出は根滲出物・微生物バイオマスの増加によっ
て増加するが，コシヒカリは収量の安定性， CH4放出の
軽減という点から優れていることが示されている（Luo et 
al., 2008）．FACE実験におけるCO2濃度や温度の上昇は
光合成を増加させ， Fe（Ⅲ）還元よりも根からの有機物
供給の増加によってCH4放出が増加することを解明してい
る（Tokida et al., 2010）．CH4の放出量の予測に関して，

Chengら（2007）は易分解性炭素量と Fe（Ⅲ）量によっ
て，水田土壌からのCH4生成量を推定するモデルを提案し
た．日本の水田での異なる稲わら処理条件でのCH4放出量
の違いを記述するため，既存のDNDCモデルを基礎にし
たDNDC Riceモデルが考案され（Fumoto et al., 2008），
同様に稲作の盛んなタイ国の水田土壌においてもモデルの
適用が試みられている（Smakgahn et al., 2009）．
　CH4放出量の削減に向けた技術も開発・適用されて
おり，新潟の排水不良の強還元水田土壌ではパイプ暗渠
排水によって還元状態が改善され， CH4放出量が 71％
減少することが観測されている（Shiratori et al., 2007；
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Furukawa et al., 2008）．また，落水期を設ける酸化還元電
位の管理と稲わら施用によってCH4放出量を減少させる栽
培管理法が確立されている（Khalil and Inubushi, 2007；
Minamikawa and Sakai, 2007；Yan et al., 2009）．一方で，

乾田化は易分解性有機物の分解・排水の増加によるNO3

溶脱量の増加など土壌肥沃度の低下が懸念され，土壌の管
理のしやすさ，土壌タイプなどを考慮した地域ごとに異
なる水管理法の確立が求められている．水田の不耕起に
ついてもCH4放出量を 43％削減することが示されており
（Harada et al., 2007），雑草駆除の課題とあわせて実施可能
性について検討する必要がある．

　一方，森林・草地では好気的な土壌水分条件でのCH4

資化菌による分解に伴うCH4吸収が多く報告されている
（Morishita et al., 2007；Sawamoto et al., 2010）．CH4吸
収速度は土壌によって異なり（黒ボク土＞褐色森林土），

N2O放出速度は植生によって異なること（スギ＞ヒノキ＞
広葉樹）が報告されている（Morishita et al., 2007）．CH4

消費は強酸性条件で抑制され， pH5.5～6.2で高いことが
報告されている（Xu and Inubushi, 2009）．日本の森林土
壌が欧米と比較して高いCH4酸化・吸収能を有する要因と
して，火山灰土壌の高い孔隙率が指摘されている（Ishizuka 
et al., 2009）．一方，斜面上部・中部は吸収源となるものの，

地下水位が高い斜面下部・渓畔林はCH4の放出源ともなり
得る（Itoh et al., 2007, 2008）．このため，同一森林内でも
地下水位によって年変動が大きく（―0.45～ 1.80 kg CH4 ha
―1 yr―1）吸収源にも放出源にもなり得ることが報告された

（Itoh et al., 2009）．シベリア・タイガ林においてもAlasと
呼ばれる一部の湿地帯が森林全体の主要なCH4放出源とな
ることが観測された（Takakai et al., 2008；Desyatkin et 
al., 2009）．CH4放出は一般に温度に依存することが知られ
ているが，北海道の積雪融解時の泥炭土においては，積雪
の融解とともに雪中に蓄積していたガスバブルの放出が起
こることが報告されている（Tokida et al., 2007）．
　 2）窒素循環
　窒素の工業的固定によって，肥料として大量の窒素が農
地へ投入されるようになり，農地への窒素投入量は，1970
年代半ばの 4000万 tから 2006年には世界で 1億 tを超え
た（FAOSTAT, 2008）．すでに 25億人が合成窒素なしに
生存し得ない状況である（Duncan, 2003）．窒素肥料は今
日の世界人口を支える一方で，温室効果ガスであるN2O放
出・NH3揮散， NO3溶脱といった多くの環境負荷を与え
ており，この実態解明のために多くのモニタリングが実施
されてきた．特に黒ボク土の広域分布，家畜糞尿の多量施
用といった日本の地域性を反映したデータが集積しつつあ
る．堆肥が多量施用された農耕地では高いNO3溶脱量が観
測されるとともに，溶脱モデルの検討によって土壌の透水
性， NO3吸着能，施肥後の降雨イベントのタイミングが黒
ボク土のNO3溶脱において重要な因子となることが示唆さ
れている（Endo et al., 2009）．特に黒ボク土では， NO3吸
着によって溶脱遅延が起こること，吸着能は pHや SO4イ

オン濃度によって影響を受けることがバッチ・カラム実験
において示されている（前田ら， 2008；三木ら， 2009）．今後，

現場条件における吸着されたNO3の長期的な挙動（吸収，

脱窒，溶脱）の解明は重要な課題となる．窒素溶脱量の削
減における植物・微生物の役割について実験室から現場に
おける実証試験が実施され，土壌カラムでの栽培試験では
NO3溶脱量をトウモロコシの植栽密度を高めることで削減
できること （Hashimoto et al., 2007），タンザニアの圃場試
験では微生物バイオマスの窒素保持によってNO3溶脱を軽
減できる可能性が示唆されている（Sugihara et al., 2010）． 
　極めて地球温暖化係数の高いN2Oは硝酸化成・脱窒の
過程の中間産物であり，放出メカニズムの複雑さ故に依然
として不明な点が多い．観測されたN2Oフラックスは時
空間的な変動が大きい点で森林・農耕地ともに共通してい
る（Konda et al. , 2008, 2010；Kusa et al., 2010）．Nishina
ら（2009a, b）はスギ人工林の斜面位置によってN2O放出
量の時空間的な変動が大きく，斜面下部のC/N比が低く，

含水率が高い条件でN2Oフラックスが高くなること，地温
とともに上昇することを報告した．また，溶存有機炭素・

NO3濃度の上昇によって凍結時にもN2O放出量が高くな
ることを報告している．15Nトレーサー試験によって白菜畑
から放出されるN2OやNOの大部分が硝化によって生産
されること， N2O放出とNO放出にはトレードオフの関
係が存在することが確認された（Ding et al., 2007）．一方，

N2O放出量及びメカニズムは土壌型によっても異なり，北
海道の灰色低地土においては脱窒が主要なN2O放出源とな
ること（Toma et al., 2010），下層からのN2Oピークは粗
孔隙を通したNO3の移動・脱窒によって起こることが示さ
れた（Kusa et al., 2010）．熱帯泥炭の森林伐採地や農地に
おけるN2O生産には酸耐性バクテリアや糸状菌が関わる
ことが解明されている（Yanai et al., 2007a；Hashidoko et 
al., 2008）．北海道の灰色低地土において添加した残渣窒素
量のうちN2Oとして放出量される割合は残渣のC/N比が
低いほど高いことが示された（Toma and Hatano, 2007）．
草地土壌では， N2O放出の季節変動は堆肥施用時期，地
温，水分条件に依存するが（Mori et al., 2008），草地更新
時にN2O放出が高くなる実態が明らかとなった（Mori 
and Hojito, 2007）．草地におけるN2Oの放出量は余剰無
機態窒素の 1.2％ に相当し（Shimizu et al., 2010），硫安
またはCH4発酵消化液の施用条件では施肥窒素の 0.2％に
相当したことが報告されている（Sawamoto et al., 2010）．
季節・年変動の大きなN2O放出量の平均・予測値につい
て気象因子や余剰窒素量から推定する試みも行われている
（Katayanagi et al., 2008）．
　N2O放出の削減に向けた技術開発も進んでおり，炭の添
加による吸水効果によって比較的好気的な条件ではN2O
の放出量が抑制されることが報告されている（Yanai et al., 
2007b）．現場条件では，硝化抑制剤であるジシアンジア
ミドの添加がN2O放出の抑制に働くことが南カリマンタ
ンのトウモロコシ畑で実証されている（Hadi et al., 2008）．
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畑圃場におけるペレット鶏糞施用条件では降水後にN2O
放出が最大となることから，過湿時の施用を避けること
によってN2O放出を軽減できることが示唆されている
（Hayakawa et al., 2009）．今後，さらなるメカニズムの解
明とともに実証データの集積によって放出削減技術を検証・
確立する必要がある．

　植物の窒素固定量と土壌への移行量は土壌の窒素動態を
解明する上で重要なフローである．近年，畑転換後のダイ
ズ圃場における土壌中の可給態窒素の減少が報告されてお
り（稲原， 2006），田畑輪換に伴う窒素動態・収支が関心を
集めている．秋田県のダイズ畑における土壌窒素収支では，

窒素固定量に対して穀物持ち去りが大きく高収量でのダイ
ズ作が窒素の収奪に繋がること，完熟堆肥の利用によって
緩和しうることが示されている（Takakai et al., 2010）．ダ
イズ作を含む作付体系全体での窒素収支を解明するために
は，さらなる窒素収支のデータ集積と植物の窒素固定量の
推定手法の確立が必要となる．

　森林における窒素・リン等の養分収支は土壌の可給態養
分量の把握や都市近郊・畜産地帯における窒素飽和の問題
と関連して多く調べられてきた（Kaneko et al., 2007）．土
壌窒素の無機化速度を台湾の亜熱帯林において調べた研究
では，斜面下部において上部よりも窒素無機化・硝化速度
が高いことが示された（Tsui and Chen, 2010）．窒素の無
機化速度は一般に気温，水分条件，落葉リター・土壌のC/
N比に依存するが（平井ら， 2007），京都・高知のヒノキ
林では攪乱要因（間伐・台風）によっても異なることが示
された（Inagaki et al., 2008, 2010）．窒素固定樹種では非
固定種よりもリターフォールを通した窒素の供給量が多く
（Inagaki et al., 2010），窒素固定樹木の影響によって土壌窒
素の無機化速度が高くなることが示されている（Wang et 
al., 2010）．一方で，高い窒素固定条件では，硝酸化成によっ
て土壌の酸性化が進むことも報告されている（Yamashita 
et al., 2008）．酸素・窒素の自然同位体比によって無機化と
植物吸収の総速度を解明する試みも進められている（Osaka 
et al., 2010）．
　 3）その他の物質循環
　東アジアの産業化に伴う酸性降下物の増加の土壌への影
響が懸念されるが， Tanikawaら（2009）， Funakawaら

（2008）は，日本の森林土壌が非晶質Al・Fe酸化物によっ
て高い SO4吸着能・酸緩衝能を有していることを示した．

一方，伊自良湖流域では樹木の枯死が報告され，高い窒素
降下物と樹木の病害倒木後の硝酸化成によって土壌・河川
水の酸性化が進んだことが報告されている（Nakahara et 
al., 2010）．土壌酸性化の要因としては酸性降下物だけでな
く，生態系内部の樹木や微生物活動による酸生産も大きい
ことがプロトン収支から分かっており（Fujii et al., 2008），
欧米の土壌と火山灰土壌を多く含む日本の酸性化プロセス
の違いを認識した上で，要因解析及び予測を実施する必要
がある．一方，中国の農耕地においても過剰な窒素肥料に
よる土壌酸性化が報告されており（Guo et al., 2010），窒

素肥料の施用量削減の指導が必要とされている（Ju et al., 
2009）．日本やインドネシアの茶園流域では水系の酸性
化が顕在化してきたが（中曽根ら， 2000；Husnain et al., 
2008），一部ではその修復に向けた肥培管理・土地利用も
成果を示しつつある（Hirono et al., 2009）．
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　 3．土壌侵食・土砂流出
　 1）農地における実態把握
　土壌侵食量や実態を把握する方法の開発が試みられてい
るが，航空写真による 1976～2006年の放牧草地の地形変
化の解析では， 2 m以上の侵食でなければ抽出は困難であ
ること明らかとなった（鈴木ら， 2010）．また，放射性核
種であるCs―137や Pb―210の土壌，懸濁粒子および堆積
物の濃度から，林地（Mizugaki et al., 2008；Fukuyama et 
al., 2008；Fukuyama et al., 2010），農地（内田ら， 2009）
および草地（Kato et al., 2010）において侵食量が推定され
た．

　土壌侵食量の広域評価が行われ，石垣島名蔵川流域にお
ける土砂輸送の連続観測が実施され，年間の土砂輸送は年
1， 2回程度の大規模な降雨イベントに支配され， WEPP
モデルとの適合性は高いことが示された（大澤ら， 2008）．
同じ名蔵川が流出する名蔵湾と石西礁湖において，河川か
ら湾に流入した土砂および栄養塩は，降水量，風向，風速
や潮汐の影響を受け，台風時には底質の巻き上げによる懸
濁物質濃度の上昇が観測された（大澤ら， 2009）．一方，国
外では，インドネシアの流域面積 1,920 km2の斜面，河床
堆積物および浮遊土砂の Pb―210を測定し，林地の土壌侵
食量は 0～5.6 t ha―1の範囲で平均 0.38 t ha―1 ，農耕地は 0
～ 31.5 t ha―1で平均 11.1 t ha―1と農耕地で林地の 30倍近
い侵食量であることが明らかにされた（内田ら， 2009）．同
じく，中村ら（2009）はインドネシアの面積 12,000 haの
集水域の 1991年から 2007年の年間平均侵食量をUSLE
で推定した結果， 30.3～62.6 t ha―1であり，土地開発の経
過とほぼ一致することを示した．

　中尾（2010）は草地における放牧圧や草種による侵食量
の違いなどについて総説をとりまとめた．また，モンゴル
の半乾燥地草原の土壌Cs―137濃度から推定した土壌侵食
量は通常の放牧圧では年間 0.51 t ha―1に対し，過放牧の場

所で年間 1.68 t ha―1であることが明らかとなった（Kato et 
al., 2010）．
　水田の土壌侵食量または土砂貯留機能についての評価が
行われ，島根県出雲地方の棚田から 4.9 t ha―1の土壌流出が
発生し，代かき時よりも湛水時の発生量が多かったこと，

USLEにおける棚田の作物・保全係数が 0.256であること
が明らかにされた（吉迫ら， 2009）．樺元（2009）は島根
県と岡山県の棚田から流出する懸濁物質濃度から土壌侵食
量を推定し， USLEの要因を把握した上で岡山県全域の
棚田の平均土壌侵食量は 12.7 t ha―1 ，水田耕作放棄地では
23.0 t ha―1と耕作放棄地で高いと予測した．石垣島におけ
る水田の沈砂池機能評価が行われ，粒径 0.1 mm前後の土
粒子は水田に沈積するが，それよりも細かい 0.03 mm前後
の粒子は水田から流出し，浮遊土砂については水田は排出
源であることが明らかになった（松井ら， 2007）．
　侵食に伴う養分や有害化学物質の流出についても評価が
行われ， USLEを用いて推定した 1 kmメッシュ単位の日
本の農耕地における土壌侵食ポテンシャルと河川水の全リ
ン濃度の間には明確な関係が認められなかった．これは河
川水の全リン濃度が平水時であることなどが関係している
と推定された（神山， 2009）．琵琶湖に流入する野洲川流
域のダイオキシン負荷は 0.458 mg TEQであり，そのうち
水田における排水が 1.7％，基底流出が 1.7％で，残りの
96.4％が降雨流出によるものであり，水田からの代かき濁
水などによる排出は僅かであると推定された（Kanematu 
et al., 2009）．
　また，今井・石渡（2007）は，土壌侵食の全国評価のた
め， USLEの土壌侵食要因を統計資料を用いて都道府県別
に算出した．

　 2）林地における実態把握
　高知県の管理されていないヒノキ植林地の懸濁粒子の給
源である林床の表土，河岸および林道のうち，林床が主な
ものであると推定された（Mizugaki et al., 2008）．また，

三重県における傾斜 39～43 ﾟのリター量の異なるスギ植林
地からの侵食量を測定し，林床植生密度やリター量が多い
ほど雨滴衝撃を減らして侵食量が低下することが観測され
た（Miyata et al., 2009）．三重県のヒノキ植林地における
土壌侵食量と新たに定義した局所的な堆積物移動能との間
には相関関係が認められたが，地形的な曲率との間には関
係がなかった（Fukuyama et al., 2008）．同じヒノキ植林地
の表面流去水中の懸濁物質に対する表面侵食の割合を推定
し，林床植生が少ないほど表面侵食率が高いことが明らか
にされた（Fukuyama et al., 2010）．高知県のヒノキ植林地
において雨滴による飛散侵食を測定し，侵食量は 1時間以
内の雨滴の速度と直径に依存する運動エネルギーの最大値
と関係があることを見出し，それを表すモデルが開発され
た（Nanko et al., 2008）．同じ高知県の管理されていない
ヒノキ植林地の雨滴による土壌剥離量と林内雨の雨滴の運
動エネルギー，運動量および雨滴径と運動量の積で示され
る指標の 1時間当たりの最大値との間に強い相関があるこ
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とが明らかにされた（Nanko et al., 2008）．
　福岡県のスギ植林地からの懸濁物質の 5年間の年間平均
流出量は 723 kg ha―1で，自然林よりも多く，これは植林
密度が高く，十分な管理が行われていないためと考えられ
た（Ide et al., 2009）．愛媛県の天然林，スギ，ヒノキ植林
地の土壌侵食量は，立木密度，材積，樹高，胸高直径を因
子とする相対的収穫指数と相関があることを明らかにされ
た（Bam et al., 2010）．また，桑野ら（2009）は，福岡県
における手入れ不足の植林地の土壌侵食程度はスギ林では
低く，ヒノキ林で高いのは，スギ林ではリター層の被覆度
がヒノキ林よりも高いためと推定した．

　人や動物による土壌侵食の加速化の実態について調査さ
れ，尾瀬至仏山登山道の侵食断面積と傾斜の間に相関関係
があるものの，樹木根や岩石の露出および登山者の回避行
動などにより，形態や断面積が異なることを明らかにされ
た（須永ら， 2009）．また，神奈川県丹沢山地のブナ林に
おいてニホンジカの採食によって林床植生が衰退し，林床
植生被覆面積率 1％の場所では，土壌侵食量は年間数mm
に達していた（若原ら， 2008）．さらに，初ら（2010）は，

丹沢山地におけるシカによる林床植生衰退地の傾斜 21～
36 ﾟの斜面の林床被覆率と雨量 1 mm当たりの土壌侵食量
との間には負の相関があったことを示した．

　 3）対策
　資材利用では，傾斜ライシメーターに黒ボク土を充填し
人工降雨装置を用いて，稲わらと木質混合牛糞コンポスト
を表面被覆資材として施用したところ，資材に関係なく，

表面被覆率に対応して土壌侵食量は低下した（Onishi et 
al., 2008）．同じく降雨シミュレーターを使用して海外の塩
性土壌を想定した人工ソーダ質土壌にポリアクリルアミド
を添加してところ，交換性ナトリウム率の高い土壌や石膏
を添加した場合に表面流去水量は減少したが，雨滴の衝撃
による土壌侵食量は増加した（Yamamoto et al., 2008）．松
下ら（2008）は，石垣島における赤色土の土壌侵食発生の
要因は大規模な圃場の構造と化学肥料多用による土壌団粒
構造の破壊が原因であるとし，家畜糞尿の循環利用などを
提案した．

　植生利用では，斜面長 1.4 m，傾斜 8 ﾟの侵食箱に黒ボ
ク土を充填し，リュウノヒゲを下端に栽植して，人工降雨
装置を用いて侵食量を測定した結果，土壌流出量は 59％，

窒素流出量は 42％減少した（Siriwattanaon et al., 2009）．
同じように川井ら（2007）は，斜面長 1.3 mの傾斜ライシ
メータの下端に幅 10～50 cm幅でリュウノヒゲを植栽し人
工降雨実験を行った．植生幅の増加に伴い，土壌，窒素，

リンの捕捉量は増加するが， 30 cm以上では捕捉増加率は
低下することから，面積の小さな畑圃場では 20～30 cmの
幅が最適であると提案した．

　現場での植生利用については，静岡県の赤色土や黄色土
の傾斜カンキツ園からのリン流出量は，清耕区に比べてナ
ギナタガヤを全面栽植した区で 1.7～3.1％，部分的に栽植
した区では 8.1～9.3％程度と，土壌侵食量が低下すること

によって大幅に減らすことができた（山家ら， 2008）．さら
に，表面流去水量は清耕栽培の 6％程度で，懸濁態や水溶
性リンの流出量を大幅に低下させることができた（高橋， 
2009）．沖縄県のサトウキビ畑の侵食量は，不耕起，間作
栽培，植生帯でそれぞれ，対照区の 89, 45, 17％であったが，

新たな侵食防止対策として導入した不耕起株出し栽培およ
び減耕起・間作栽培は対照区の 85, 45％であった（乃田ら， 
2009）．沖縄県の黄色土におけるサトウキビの休閑期間に
緑肥作物を栽培することによって，土壌侵食量は裸地区に
比べて，クロタラリアで 38％，ピジョンピーで 38％，フ
ウキマメで 29％低下し，緑肥鋤き込み後 1ヶ月間の土壌
侵食量も減らすことができた（宮丸ら， 2008）．石垣島の
名蔵湾流域における土壌と栄養分の流出を調査し， WEPP
モデルで検証を行い，斜面長の短縮や傾斜の緩和，不耕起
栽培などの導入により，土壌流出を 74％低下させること
ができると予測した（Ikeda et al., 2009）．大澤・池田（2007）
は，石垣島における土壌侵食量推定にWEPPが有効であ
ることを明らかにし， WEPPを用いてサトウキビ畑の侵
食防止対策の効果を予測したところ，植生帯は効果が少な
く，残渣マルチや省耕起が効果があった．

　海外では，インドネシアのコーヒーが栽培されている
10.2 haの流域からの土壌侵食量は圃場レベルの侵食量の
10倍以上の値を示し，耕地における侵食対策だけでなく，

耕地以外での保全対策を講じる必要があることが示された
（Afandi, et al., 2010）．
　のり面の侵食防止対策の効果について検証が行われ，被
覆植物としての利用が期待される常緑小低木のフッキソウ
を人工斜面に千鳥状に栽植することによって格子状よりも
侵食量を低下させることができた（関根・鍋島， 2010）．植
物の栽植密度との関係についても知見が得られ，砂を充填
した傾斜ライシメータにエンバクを栽植して人工降雨実験
をおこない，栽植密度が増えると侵食量は低下するが，栽
植間隔が 3 cm以下では侵食量に変化がないことを明らか
にした（関根ら， 2008）．
　林地では，丹沢山地におけるシカ食害による林床植生の
衰退により年間最大 10 mmの土壌侵食が起こっており，

その防止のため植生保護柵とリター捕捉ネットを施工した
（石川・内山， 2009）．
　 4）風食
　風食に関する報告は少なく，風食によって地上 5 cm以下
で飛散する 0.2 mm以上の粗粒質有機物と土壌粒子の捕捉
装置を開発し，風洞実験で性能を確認したところ， 100％
の捕捉率ではないが，風速のデータと捕捉量から風食量を
推定することが可能であることを明らかにした（Ikazaki, 
et al., 2009）．また，この装置の捕捉率は風速や風の入射角
などによって 50～100％変化するが，予測式と高い相関が
あり，風速や入射角を測定すれば実際の風食量を推定する
ことが可能であることが示された（Ikazaki et al., 2010）．
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　 4．物質循環の広域評価と栄養塩の流出
　 1）物質循環の広域評価
　今日の日本の農業は化学肥料とともに輸入飼料に由来す
る堆厩肥の多量投入に特徴付けられ，施用量は平均 1.7 Mg 
C ha―1 yr―1 ，そのうち 23％が堆厩肥由来と見積もられて
いる（Kimura et al., 2010a）．これらに由来する環境負荷
を軽減するため，温室効果ガス・余剰窒素量・収入のエコ
バランス評価によって土地利用を策定する手法も確立され
つつある（Kimura et al., 2007, 2010b；木村， 2008）．三
島ら（2009, 2010）は都道府県別に窒素・リンのフローお
よび余剰窒素・リン量を算出し，野菜畑における施肥量の
増加を指摘するとともに，地域ごとの堆肥の受入れ可能量
を推定している．バイオマスの再利用と環境負荷・生産性
との調和に向けて，物質フローの広域評価およびエコバラ
ンスは具体的・定量的な指針を示すことのできるツールと
して重要性は極めて高い．窒素・リン余剰量の広域評価に
よって，窒素・リン余剰量と水質の関係について解析が進
み，予測に繋げられている（Shindo et al., 2009）．栃木県
の畜産地帯では，窒素・リンの余剰量と水質の関係が解析
され，肥培管理の水質への影響は即座には対応しないこと
（Mishima et al., 2007），韓国と日本では窒素負荷の水質へ
の影響の受けやすさが異なることも示されており（Itahashi 
et al., 2007），広域評価の時空間的な解像度，適応範囲につ
いても検討が進んでいる．

　 2）農地からのアンモニア揮散
　日本の過去 50年間の農業活動において最も大きく変化
したのが畜産と関わる窒素フローであり，飼料を輸入に依
存する畜産由来のふん尿からの窒素がアンモニア揮散など
環境負荷の要因となっている（Shindo et al., 2009）．家畜
排せつ物からのNH3放出は世界のNH3供給源の 40％を
占める（Bouwman et al., 1997）．NH3は悪臭の原因となる
ほか，酸性降下物として土壌酸性化にも働くため（Hojito 
et al., 2010），現地観測と削減技術の開発が進められている．

ベトナムの水田では栽培期間中尿素の 2～15％がNH3揮
散によって失われることを報告している（Watanabe et al., 
2009）．集約的な畜産地帯では大気中のNH3濃度の上昇が
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確認され，雨水の窒素濃度，窒素降下物の量も比例して高
くなることが観測された（寶示戸ら， 2006）．畜産地帯の草
地生態系においては乾性降下物によるNH3の供給とNH3

揮散による窒素フラックスが窒素循環において重要なプロ
セスとなることが定量的に示された（Hojito et al., 2010）．
また，黒ボク土ではNH3揮散が低くなることが報告され
ている（Hayashi et al., 2009a, b）．CH4発酵消化液の草地
への施用では，施肥窒素の 32～42％がNH3揮散によって
失われ， 60 Mg ha―1施用を境界に割合が増加することが
示された（Matsunaka et al., 2008）．一方で，抑制技術に
関しては， CH4発酵消化液の土壌への添加では 57～60％
がNH3揮散によって失われるものの， CH4発酵消化液の
土壌への鋤き込みによって数％に抑制できることが報告さ
れた（Tao et al., 2007）．CH4発酵消化液を施用した水田か
らのNH3放出量は 13％に相当したが，木酢液によるCH4

発酵消化液の酸性化もしくは田面水位を高くすることで放
出量を 63～82％削減できることが示された（Win et al., 
2009）．豚糞堆肥のコンポスト化はNH3揮散後のNH3酸
化バクテリアの働きによってN2O放出が起こるが， NO2

酸化バクテリアを含んだ成熟した豚糞コンポストの添加で
はN2O放出を削減できることを報告している（Fukumoto 
and Inubushi, 2009）．
　 3）農地からの栄養塩類の流出
　窒素・リンの施用量は日本だけでなく，アジア地域全体
で増加しており，土壌の酸性化・流域の富栄養化が問題と
なっている．物質フローの広域評価は環境負荷を査定する
上で非常に有効であり，多くの成果が報告されている．農
地からの窒素流出，人の食生活からの排出，大気沈着を考
慮して河川水窒素濃度分布を推定した結果，日本では大都
市および集約的な畜産地帯で河川窒素濃度が高くなること
が推定された（Shindo et al., 2009）．北海道では流域の余
剰窒素量の 27％が河川に流出していることが示されてい
る（Hayakawa et al., 2009）．リンの余剰は，水系の富栄
養化を引き起こすほか，土壌リンの増加は外来植物の侵入
や病害の増加などの問題を引き起こすことも指摘されてい
る（平舘， 2007）．工業生産が可能になった窒素と異なり，

有限な資源であるリンの有効活用は今後さらに重要な課題
となる．石垣島においては農地へ投入された窒素の 19％，

リンの 4％が海洋に流出していた（坂西・中村， 2007）．北
海道では，河川の窒素濃度は農地の割合と比例することが
知られてきたが（Woli et al., 2004），河川のリン濃度は傾
斜地においてリンが多施肥された場合に高くなることが報
告された（Woli et al., 2008）．水質には元素・土壌による
吸着特性の違いなどが影響するため，余剰窒素やリンに対
する流域の応答解析・予測には土壌・地形といった因子が
組み込まれている（Woli et al., 2008）．
　窒素・リンの流出の抑制技術の開発・確立も進んでい
る．静岡の集約的な茶栽培地域では，窒素施用量の削減に
よって水系の窒素濃度が減少したことが報告されている
（Hirono et al., 2009）．多量の窒素溶脱が懸念される北海道

の玉ねぎ畑では，全層破砕による耕盤層の破砕によって根
張りを促進し窒素吸収量を高めることで地下水のNO3汚染
を抑制する技術が報告されている（志賀・中津， 2009）．収
量を維持し，作付体系全体を配慮した形での技術開発は今
後さらに注目を集めるだろう．矢作川河畔域では，水田帯
水層のNO3・溶存有機炭素濃度の高い条件で脱窒のホット
スポットが存在し地下水NO3濃度の低下に働くことが示さ
れ，低地に水田を配置した地目管理による富栄養化軽減の
効果が評価されている（Eguchi et al., 2009）．市街地の影
響の強い多摩川流域における土地利用の河川水窒素濃度へ
の影響が解析され，脱窒の盛んな水田，河畔林や湖沼にお
ける水質浄化作用が確認された（山本ら， 2006；木村・岡崎， 
2008）．一方で，畑地・水田の農地連鎖系集水域において
流出水の 61％は水田を経ずに深部浸透によって直接系外
へ流出していることが水文解析によって示された例もある
ことから（飯山ら， 2007），今後さらに水移動と物質循環の
両面から総合的な評価や土地利用戦略の策定が必要となる．
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　 5．土壌構造・土層改良
　団粒構造，乾燥亀裂や植物・動物の活動によって形成さ
れる管状孔隙網など，土壌構造は複雑である．土壌構造の
違いは，水・ガスの透過性や保水性，熱の伝達に大きな影
響を与えるため（Hamamoto et al, 2010），土壌中の物理現
象を理解するための基礎として，土壌構造の研究は重要で
ある．

　水分特性曲線を微分して土壌構造を推定する場合がある
ように（Hamamoto et al., 2009），土壌構造と保水性には
密接な関係がある．水分特性曲線から不飽和透水係数を推
定する多くのモデルが提案されており，土壌中の水移動を
評価する際に広く使用されている（小杉， 2007；坂井・取出， 
2009）．不飽和透水係数を推定するために必要な水分量と
圧力水頭の関係の回帰は， HYDRUSや表計算ソフトより
可能であるが，より簡便に回帰式を得ることができるソフ
トウエアが開発された（関， 2007）．
　土壌に資材を入れることで中程度の孔隙が増える，すな
わち圃場容水量と成長阻害水分点に相当する水分量の差が
増加すれば，保水性が改善される．実際，東北タイの土壌
にベントナイトを施用すると土壌構造が安定化し，保水
性が改善された（Suzuki et al., 2007）．日本でも，カンキ
ツの周囲にパーライトとピートモスを入れることで，保水
性が改善し，根の張りが良くなることが報告された（鯨， 
2007）．コンポスト，木くず，稲わらを入れて１年後の物
理性を評価した結果，乾燥密度が減少し，透水係数が増加
したことも報告された（Eusufzai et al., 2007）．近年，地球
温暖化の原因とされるCO2を固定する目的でバイオ炭の利
用が注目されている．このバイオ炭を土壌に入れることで，

土壌の保水性が向上することが，オーストラリア（篠田ら， 
2008）および沖縄（陳ら， 2008）での圃場試験により明ら
かになった．排水不良の圃場では，資材の投入により粗孔
隙が増えることで透水性の改良が期待できる．バーク資材

を用いた透水・排水性の改良法であるカルチタイン式心土
改良耕を北海道の排水不良の圃場に適用した結果，作物の
養分吸収量が増加したことが報告された（北川， 2007）．こ
のような透・排水性の改善効果以外にも，北海道の黒ボク
土に牛糞バーク堆肥や収穫残渣を連用することで間隙率が
増大し，土壌が膨軟になったこと（中津・田村， 2008），黒
ボク土に木くずや稲わらを混ぜることで気相率が増加し，

通気性が改善されるたこと（佐々木ら， 2008）が報告され
た．一方，国頭マージと島尻マージに鶏糞堆肥，豚糞堆肥，

牛糞堆肥，バガスなどの資材を入れると一時的には土壌が
膨軟になるが，土壌 pHによっては数ヶ月後には資材を投
入しない場合よりも土壌が硬くなってしまうことが報告さ
れている（久保寺， 2007）．インドネシアのパイナップル畑
でも，土壌改良材として籾殻とタピオカの残渣を施肥した
場合，短期的には明確な土壌物理性の改善効果は期待でき
なかったことが報告された（Komariah et al., 2008）．これ
らの報告のように，土壌・気象条件によっては必ずしも期
待通りの成果が得られない場合があることがわかる．これ
ら有機物資材の投入以外にも，セメントを土壌に少量混ぜ
ることで，透水係数や支持力が増加することが報告された
（Zakaria and Sakai, 2008）．
　資材の投入のほかにも，圃場の乾燥によって物理性は
改善される．重粘土の水田を畑にしたとき，作付け履歴
により保水性が変化することが明らかにされた（足立ら， 
2009）．排水性についても，水管理や季節による亀裂の消
長により暗渠の排水能力が著しく増減することから，排水
性の確保に乾燥亀裂の影響が重要な役割をもつことが実証
された（吉田ら， 2008）．また，トレーサー試験や透水試験
から，干拓地の畑で暗渠排水が不良な原因が比較的浅い層
に形成された硬盤にあり，無振動サブソイラーを用いた心
土破砕が排水性改善に有効であること（磯本・永井， 2010）
や，資材を使わない土層改良としての掘削式穿孔暗渠の耐
久性が検討される（北川， 2007）など，機械的に粗孔隙を
増やすことで排水性を改善する研究にも進展がみられた．

排水性が改善されると干ばつ時に水が不足する場合がある．

深耕により物理性が改善されると，陸稲の根張りは良くな
るが，水持ちが悪くなるため，蒸発抑制のための稲わらマ
ルチを併用する必要があったことが報告された（Kato et 
al., 2007）．このように，干ばつが起こるような地域で排水
改良を実施するときは，干ばつ対策を同時に行なう必要あ
る．

　圃場の透排水性に大きな影響を与える亀裂の発生を支配
する亀裂先端開口角のサクションの履歴依存性について明
らかにされ（Yoshida and Hallet, 2008），亀裂の発生機構
の解明が進んだ．亀裂と同様に代表的な粗孔隙である根成
孔隙について，軟X線により映像化された土壌中の孔隙構
造とその土壌が堆積した年代から，誕生から劣化までのプ
ロセスと耐久年限が調査された（徳永ら， 2009）．
　この他，有効間隙を電気伝導度から推定する方法（Kim 
et al., 2008）や土壌薄片を作るときの方法を応用して牛ふ
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ん堆肥ペレットの微細形態を顕微鏡観察する方法（久保寺
ら， 2009）の検討，カドミウム汚染圃場を客土により改良
する方法についてのレビュー（山田， 2007），礫質水田の作
土層を改良するためのブルドーザ鎮圧工法についての検討
（久保， 2009）がなされた．また，伝統客土「ドロツケ」が
土壌物理性に与えた影響が評価された（若林ら， 2010）．
　土壌水分や溶質の移動の基礎的なことを調べる場合，砂
をカラムにつめて実験をおこなうことが多い．この際に，

意外と砂を均一に詰めることは難しく，一見均一に見える
砂層でも，実際には構造をもっていることが示唆された（安
中， 2007）．
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